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地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結びつけ
る取組を総合的に支援し、農林漁業に関わる地域のコミュニティの維持発展、農山漁村の活性化及び自立化を推進。

増大するインバウンド需要の呼び込みや都市と
農山漁村との交流を促進するため、地域資源を活
用した観光コンテンツを創出し、農山漁村滞在型
旅行（「農泊」）をビジネスとして実施できる体
制を有した地域の創出、福祉農園等の整備による
障害者の受入等の取組を支援。

障害者による
玉ねぎ収穫

農作物収穫体験

古民家等の改修

福祉農園等を整備する取組に加
え、障害者の適性を踏まえた農
業活動を行うための取組を支援

高齢者のいきがい
農園の整備

農山漁村のコミュニティ機能の向上と都市農業
の振興を通じて都市と農山漁村の「交流」や｢定
住｣を促進するため、都市と農山漁村の双方から
｢農山漁村を知ってもらう｣機会の創出のための地
域の活動計画づくりや都市農業の多様な機能の発
揮に向けた取組などを支援。

普及啓発

地域活性化対策

農山漁村が持つ豊かな自然や
「食」を活用した地域の活動計
画づくりや実践活動を支援

事業実施主体：地域協議会
実施期間：上限２年等
交付率：定額（上限500万円等）

活動計画づくり

庭先集出荷

都市農業機能発揮対策

マルシェの開催

事業実施主体：地域協議会等
実施期間：上限２年等
交付率：定額（上限200万円等）

農業体験や交流の場の提供など、都市農業の
多様な機能を発揮する取組のほか、農地の周辺
環境対策や災害時の避難地としての活用を支援

農産物直売施設

味噌加工施設

地域産品の加工
・商品化

交流 定住促進

「農泊」をビジネスとして実施
できる体制の整備、観光コンテン
ツの磨き上げや宿泊施設の整備等
を一体的に支援
事業実施主体：地域協議会等
実施期間：上限２年等
交付率：定額、1／２等

農泊推進対策

農福連携対策

事業実施主体：地域協議会等
実施期間：上限１年等
交付率：定額、1／２

農山漁村における定住の促進、所得の向上や雇用
の増大を図るため、生産施設等の整備や山村の特
色ある地域資源の商品化や販売促進等の取組を支
援。

山村活性化対策

山村の所得の向上や雇用の増大に向け、山菜や
薪炭等の山村の特色ある地域資源等の潜在力を活
用するため、地域資源の商品化や販売促進等の
取組を支援
事業実施主体：地域協議会等
実施期間：上限３年等
交付率：定額(上限1,000万円等)

農山漁村活性化整備対策

市町村等が作成する活性化計画に
基づき、農山漁村における定住、所
得の向上や雇用の増大を図るために
必要な生産施設等の整備を支援
事業実施主体：都道府県、市町村等
実施期間：上限５年等
交付率：定額、１／２等
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農山漁村振興交付金の事業概要



都市農業機能発揮対策

事業実施主体

主なターゲット

地域活性化対策

事業実施主体

主なターゲット

２

対策の目的・支援の内容

市町村を構成員に含む地域協議会

農山漁村に住む地域住民

農山漁村の自立及び維持発展に向けて、農山漁村が
持つ豊かな地域資源を活用した地域の創意工夫による
活動計画策定、取組体制の構築及び実証活動を支援

地域の活動計画の策定
（ワークショップの開催）

体制構築及び実証活動
（高齢者の移動確保）

体制構築及び実証活動
（ブランド化に向けた専門

家からの助言）

事業実施主体

対策の目的・支援の内容

主なターゲット

地域協議会、市区町村、民間団体等

都市住民が最も身近に接する都市農業特有の立地
を活用して、農業全般への理解の醸成や農山漁村へ
の関心の向上を促し、都市と農山漁村の交流や都市
から農村への新規就農に繋げるため、都市部での農
業体験や交流の場の提供などの取組を支援

都市住民、都市農業者

都市農地での農業体験 都市部で開催したマルシェ 農業への理解醸成の取組

普及啓発
地域活性化対策 都市農業機能発揮対策



交流

農泊推進対策

事業実施主体

対策の目的・支援の内容

主なターゲット

古民家を活用した
滞在施設（外観）

古民家を活用した
滞在施設（内観）

外国人向け体験
（巻き寿司体験）

地域協議会、農林漁業者の組織する団体等

農山漁村地域の農林漁業者、宿泊・食事・体験を
提供する者等（関係者で連携することが重要）

「農泊」を持続的なビジネスとして実施できる
地域を創出するため、地域が一丸となって農泊に
取り組むための実施体制の整備や観光コンテンツ
開発等のソフト対策と、古民家等を活用した滞在
施設の整備等のハード対策を一体的に支援

農福連携対策

事業実施主体

対策の目的・支援の内容

主なターゲット

社会福祉法人、特定非営利活動法人、一般社団法人、
民間企業、地域協議会等

福祉と連携した農業活動（農福連携の取組）等を
行う団体

障害者等の雇用及び就労を目的とする農園や加
工・販売施設の整備、その農園に従事する障害者
等が農産物の生産・加工技術等の習得を行うため
の研修、分業体制の構築、作業手順のマニュアル
作成等を支援

水耕栽培ハウス 休憩施設加工施設
３

交流
農泊推進対策 農福連携対策



定住促進

農山漁村活性化整備対策

事業実施主体

対策の目的・支援の内容

主なターゲット

都道府県、市町村、農林漁業者の組織する団体等

農山漁村地域の農林漁業者等

農山漁村活性化法に基づき、都道府県又は市町村が
策定した農山漁村における定住促進、農業者の所得向
上や雇用の増大を図るための活性化計画の実現に向け
て、農産物加工施設、農産物直売所、農作業体験施設
等の施設整備を支援

集出荷・貯蔵・加工施設 農産物直売所 農作業の体験施設

山村活性化対策

事業実施主体

対策の目的・支援の内容

主なターゲット

４

事業実施主体

主なターゲット

市町村、地域協議会等

山村振興法に基づき指定された振興山村地域
の農林漁業者

山村の活性化を図るため、山村の特色ある地域資源
の活用等を通じた所得・雇用の増大を図るソフト活動
（組織・体制づくり、人材育成、付加価値向上等を図
る取組）を支援

地域産品の加工・商品化 山村地域とバイヤー等を
マッチングする商談会の開催

地域資源の賦存状況
・利用形態等の調査

定住促進
山村活性化対策 農山漁村活性化整備対策



「農山漁村振興交付金」ロジックモデル

アクティビティ
（事業概要）

事業を行う 背
景（現状）解決

すべき
問題・課題

インプット
（予算）

アウトプット
（活動実績）

地域活性化対策

農山漁村が持つ豊かな自
然や「食」を活用した地域
の活動計画づくりや実践活
動を支援。

地域資源を活用した活動
計画づくりや実証活動等の
取組を実施した地区数

（H30実績：132地域）

農山漁村の価値が再認識されるなかで、農山漁村の活性化、自立及び維持発展を図ることが重要となっている。しかし、農山漁村においては、人口の減少・

高齢化に伴い、地域のコミュニティの活力が低下し、地域経済が低迷している。このため、都市部での農業への理解醸成や都市と農山漁村の交流及び農山漁

村への定住の促進により、農林漁業に関わる地域コミュニティの維持発展、農山漁村の活性化及び自立化を推進することが重要である。

本事業は、地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結び

付ける取組等を総合的に支援する。

都市部と農村部の交流人口※【H28：1,126万人、H29：1,187万人、H30：1,212万人】
※出典 農林水産省農村振興局資料（国内の交流人口）及び観光庁資料（訪日外国人旅行者数）を基に農林水産省農村振興局が算出

農村部の人口※【2016 : 23,538千人、2017 : 23,263千人、2018 : 22,978千人】
※出典 総務省資料（住民基本台帳人口）を参考に農林水産省農村振興局が集計

アウトカム
（成果目標）

予算額（百万円） R2：10,010（概算要求額）、R元：9,809、H30：10,070

インパクト
（政策評価目標と

の関連）

農林水産業に関わる地域のコミュニティを維持するとともに、都市と農山漁村の交流人口の増加（令和２年度までに1,450万人）及び農村部における人口減を抑制（令和７年度
に2,151万人）することにより、農山漁村の活性化及び自立化の実現に寄与。

農福連携対策

障害者等の雇用・就労を目
的とした農園等を整備する
取組に加え、障害者等が
働きやすくなるために実施
する農業技術習得の研修
等を支援。

農泊推進対策

「農泊」をビジネスとして実
施できる体制の整備、観光
コンテンツの磨き上げや宿
泊施設の整備等を一体的
に支援。

農山漁村活性化整備対策

市町村等が作成する活性
化計画に基づき、農山漁
村における定住、所得の向
上や雇用の増大を図るた
めに必要な生産施設等の
整備を支援。

山村活性化対策

山村の所得の向上や雇用
の増大に向け、山菜や薪
炭等の山村の特色ある地
域資源等の潜在力を活用
するため、地域資源の商
品化や販売促進等の取組
を支援。

農泊を推進するための体
制の整備や観光コンテンツ
の開発等を実施した地域
数
（H30実績：349地域）

整備した宿泊施設数
（H30実績：76施設）

山村の活性化に向けた取
組を実施した地区数

（H30実績：100地区）

障害者等の雇用・就労を目
的とした農園等（農業生産
施設、加工・販売施設等）
の整備や障害者の農業技
術の習得等の取組を実施
した地区数

（H30実績：66地区）

【中期】
施設整備を行った地域におけ
る雇用者数の維持・増加

（目標：令和２年度までに
1,800人）

農山漁村普及啓発対策 農山漁村交流対策 農山漁村定住促進対策

農山漁村における雇用を
創出する施設整備を実施
した地区数
（H30実績：59地区）

供用開始した施設数
（H30実績：46施設）

【短期】
取組地域が定めた活動目標
を達成した地区の割合の向
上

（目標：令和●年度に●％）

【短期】
整備した宿泊施設の稼働率
の向上

（目標：令和●年度に●％）

【短期】
取組地区で雇用・就労する障
害者等の人数の増加

（目標：令和●年度に●●
人）

【長期】
農福連携に取り組む主体の
創出

（目標：令和6年度までに
3,000創出）

【短期】
整備した施設における雇用
者数の増加

（目標：令和●年度に●●）

【中期】
取組地区における売上金額
の増加

（目標：令和●年度に●●万
円）

【長期】
全国における都市と農山漁
村の交流人口の増加

（目標：令和２年度までに
1450万人）

【中期】
旅行者数増加の実感がある
取組地域の割合の増加

（目標：令和●年度に●％）

都市農業機能発揮対策

都市部における農業体験
や交流の場の提供等、都
市住民の農山漁村への関
心の喚起等都市農業の多
様な機能について、広く国
民の理解及び関心の増進
を図る取組を支援。

【長期】
農山漁村へ興味を
持った都市住民のうち
実際に農山漁村を訪
問した者の割合の増
加
（目標：令和●年度に
●%）

都市農業に関するアドバイ
ザー派遣数
（H30実績：234箇所）
都市農業者・都市住民交
流イベント数
（H30実績：14箇所）
都市農業経営継承相談会
数（H30実績：85箇所）

【短期】
都市住民の中での都市農業
に対する肯定的評価の割合
の増加

（目標：令和２年度に70％）

【中期】
農山漁村へ興味を持った都
市住民の割合の増加

（目標：令和●年度に●％）

【長期】
取組地域におけるコミュニティの維持

（目標：地域住民のコミュニティ維持に肯定的な評価の割合などから設定）

【短期】
取組地域において、販売額、
雇用者数等の目標を達成し
た地区の割合

（目標：令和２年度までに８
割）

【中期】
取組地域における販売額、雇
用数等の維持・増加


